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要約

　児童相談所の業務・運営実態にっいて、全国の20都道府県・指定都市から機能、管轄区域属性、一時保護所の有

無・地域バランスを考癒して20か所の児童相談所を抽出し、質問紙法により調査を実施した。すぺての児童相談所か

ら回答があり、主として児童相談所の運営実態の把握に焦点を当て、結果の分析を行った。

　その結果・児童槽談所の運営実態にはかなりの幅があり、児選福祉サービスの公平性・公正性確保並びに児童の権

利保障のため一定の基準を作成する必要があることが認められた。

見出し語3児童相談所　児童相談所運営指鋳児童の権牽りに関する条約サービスの公平性・公正性

　　　　　　行政手続法．児童の餅i∫保障

Analysis’of　Child』Guidance　Centers7 　Operations

Reiho　K弼H　I四A囲　，　　Sh王gekazu　腫AK八丁州1

ShigeσHAYASHI　・　　Takehiro　A団INO

　In　order　to　clarify　the　service　provided　by　Child　Guidance　Centers　as　well　as　tぬeir　conditions、of

operations　，　20　Child　Guidance　lCenters．from 20　prefectures　and　designated　cities　scattering　throu幽out

Japan　were　selec七ed　，　taking int6raccoUnt　their　functions　，　characteristic　of　the area　covered　by　a

Center　，　avai　l　abi　l　i　ty　of　a　t㎝poral　y　She　l　ter　and　regi　onal　bal鋤ce　，　as　the　obJ　ect　of　the　research．　The

research　itself　was　conducted　by　a　questiormaire．　All　20 Centers　responded　to　the　questionnaire．’the

analysis　was　made　fo（罵i㎎on　the　un（！erstanding　of　the　actual　operatio廟s　of　Child　Guidance　Centers．・

Theresults血owsthattherearequiteawideranぎeinthe脚Centers㌶eoperatedandinorder㌧to
guaranteetheequality

，faiTnessandsecuringofchildren’srights，itisrecognizedthaむacertain
set　of　guidelines　should　be　establi曲ed．

［KeyW・rむ1：α・ildGui伽㌍C㎝ter，伽erati・na1Guide1三鶏es f・rC駈ildGui伽ceCenters，

　　　　　 Cbnvention　on　the 茸ig瓢ts　of the〔流ild，　Equality　and　Faimess　of Services　，

　　　　　The　Ad㎞賦pistra七ive　Pr冗〕cedures　Law ，　Guaranteei㎎Children’s　Ri帥ts
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L研究の背景及び目的

　児童福祉施設入所措置事務にっいては、現在、保育所

（市町村）、助産施設・母子寮（福祉串務所）を除いて

都道府県・指定都市の児童相談所において実施されてお

り、平成2年の老人福祉法等の一部を改正する法律にお

いてもその市町村移譲は盛り込まれることがなかった。

　しかしながら、 平成5年7月に厚生省児童家庭局長に

対して提出された「たくましい子供・明るい家庭・活力

とやさしさに満ちた地域社会をめざす21ブラン研究会』

（略称3子供の未来21プラン研究会）報告書において、

r市町村を中心とする行政体系への再編成」に関する検

討の必要性が、行政関係報告書としては初めて提起され

ている。また、出生率の継続的低下が象徴する子育てに

対する負担感の高まりに対応し、平成6年12月に、政府

において、いわゆるエンゼルプラン及び緊急保育対策等

5か年事業も策定され、さらに、平成7年度からは都道

府県、市町村において児童育成計画を策定する児童育成

基盤整備等推進扇業も開始されるなど、児童福祉分野に

おいても地域福祉推進に関する論議が高まってきてい

る。この背景として、現行の都道府県中心嚇峰は、
市町村や地域レベルにおいて児童福祉へのインセンティ

ヴが働きにくいこともその一因となっている・

　さらに、障寄者基本法において、国、都道府県、市町

村における障害者計画策定義務が規定され、障害児を含

む障害者対策の一元的。計画的実施のための体制整備も

必要となってきている。平成7年7月に公表された厚生

省の障害者保健福祉施策推進本部の中間報告は｛　「障害

児・精神薄弱者施策において、市町村の役割を強化する

ため、市町村をサービスの決定・実施の主体とすること

を検討する。』凪，と述べ、厚生省として初めて、障害児

の施設入所措置事務の市町村移譲の必要性に言及してい

る6さらに、平成7年12月に策定されたr障害者プラン

～ノーマライゼ戸ション7か年戦略～』もこの方向を踏

襲している。 こうした動向を受け、児童福祉分野におい

ても実施体制のあり方にっいて検討を行うことが求めら

れてきている。

　また、平成6年5月にわが国が児童の権利に関する条

約を締結して以来早くも2年が経過し、権利条約の精袖

・．要請を生かした児童福祉実施手続きを構築していくこ

とも課題として浮かび上がってきている。

　こうした課題に応えていくためには、現行の児童福祉

実施体制の中核的機関である児童相談所のあり方に関す

る検討をぬきには考えることができない。しかしなが

ら、児童相談所の運営実態、についてはこれまで必ずしも

十分な把握・検討がなされておらず、児童福祉実施体

制』児童福祉実施手続きを検討していくための障害と

なっている。そのため、本研究においては、児童相談所

の運営実態について調査・分析するとともに、これらの

課題検討に資することを目的として実施したものであ

る。

H．研究方法

　全国20都道府県・指定都市から20か所の児童相談所を

抽出し、平成7年2月に質問紙法により児童相談所の業

務・運営実態、について調査を実施した。調査対象児童相

談所は、全国の児童相談所（174か所1のうちから、機能

（中央、それ以外）、管轄区域属性（都市型、中間型、・

地方型）、一蒔保護所の有無、地域バランスを考慮して

選定した。

　調査対象児童相談所の全体状況及び相隙誤
の把握に関しては、対象児塑相談所が属する都道府県・

指定都市の児童相談所設置状況、運営マニュアルの整備

状況等及び児童相談所設置上の課題、調謹対象児童相談

所の設置形態・構造、組織、相談傾向、職員の状況、各

種事業の実施状況等に関する調査票を作成した。また、

児童柑談所の運営に関する調査項目について嫉相談の

受付、受理、調査・社会診断、心理診断、医学診断、各

種会議、処遇、児童福祉施設入所措置、→時保護その池

児童相談所における相談援助業務の展開に沿い、主とし

て児童相談所運営指針2）及び児童の癬llに関する条約に

基づいて作成した。質問形式は、多肢選択と自由記述と

からなっており、課題等にっいては自由記述とした。

皿．研究結果

　調査対象児童相談所の属性一覧は袋1のとおりであ

る。調査票の回収率は100％であった。以下、児童相談

所の運営実態を中心に報告する。

1．調査対象児童相談所の全体状況及び相談援助業務実

態

　ここでは、特に児童相談所の建物構造及び職員の実態

と課題に関し、特徴的な事項のみを取り上げることとす

る。

①児童相談所の設置について

調査対象児童相談所の意見として、管轄区域の規模

（面積、交通手段、関連社会資源の整鳳犬況等の条件）

を考慮した児童柑談所の再整薦が必要との認識が強く示
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されている。また、児童相談所の建物構造にっいては、

老朽化、狭陰化、新しい相談二一ズに対応し得る設備・

備品の整備の立ち遅れが多く指摘されている。

（2）児童相談所の所員・職貝について

　児童相談所専門職員の量』9質については、職種（職

務）により、また、調査対象児童相談所により専門性の

幅が大きい結果となった。心理職及び相談の分野におい

ては形式的には専門職を擁しているが、特に、児童福祉

司にっいては一般事務職の補職が、所長についてにその

多くが事務職という状況であった。

　また、専門職についても、在任期間が短かったり、 児

童福祉業務の基礎が身にっいていないといった記述もみ

られた。短期間での人事異動や専F、『業務の練度が未熟で

あることが、児童樽談所の業務遂行に支障をきたしてい

ることは否定できないと考えられる。さらに、地域の実

情に見合った專門職員の数と質も担保されていないとマ、

う記述もみられた。

2．児童相談所の運営実態

（1）相談の受付

受付相談専任職員は55％の児童相談所（以下r所」）

で配置され（表2）、原則として予縮1をとっている所

が65％である（表3）。相談受付後の所見記入について

は半数が記入している（表4）。相談受付後、受理会議

を経ず、、直接担当課長ないし担当者に手交される所が

70％ある（表5）。

（21相談の受理

　定例受理会議の開催は週1回が80％であるが《定伊授

理会議を開催していない所も1か所みうれる（表6） 。』

受理会議提出ケースについては全ケース提出は26％にと

どまり、電話柑談を除外したり、 必要なケ」スのみ提出

している所が目立っている．（褒7）。相談受理に関する

課題としては、受付相談専任職員の配置、職員の専門性

確保、全ケース受理会議提出の原則確立の必要性と困難

性、ケースの進行管理等に関する課題提起が挙げられて

いる。

（3）調査・社会診断

相談受付後調査が開始されるまでの期間は1週間以内

力蓼70％であるが、　2翫も10％みら膨る　（表8） 。

調査時における児童の意見聴取については・85％が「面

接の際に聴取し記録に残している』と回答し、（表9）、

これは、保護者の意見聴取についても同様である（表

10）じ相談受付後、調査が終了するまでの期間は2週間

以内が45％、1か月以内が85％である（表11）．。社会診

断結果については、全ケース記載してい1る所と必要に応

じて諦載している所と力爆々である（表12）。

　1日平均の調査件数は2～3件が60％と最も多いが、

5件以上も25％みられる（表13）。調査・社会診断を円

滑に進めるため、定期的に上司に報告する方法をとって

いる所が60％、定期的に会議に報告する所が20％である

（表14）。調査璽被会診断上の課題については、 管轄区

域が広く効率が良く ない、児童福祉司の数力沙なく緊急

ケースに忙殺される、 児童福祉司の専門性の低さ（専門

職でない、異動が頻繁等）等の記述があった。，

（4）心理診断、、医学診断　1

　相談受付後診断が開始されるまでの平均日数にっい

て、心理診断は2週間以内が75％（表15）、、医学診断は

2週間以内が50％であり、特に医学診断において2週間一

以上との回答が40％ある（表16）。診断時における意見

聴取については、児童（表17）、保護者（表18）ともそ

れぞれ85％、 30％がr面接の際に聴取し記録に残してい

る」七回答している。

　相談受付後診断終了までの期間は、心理診断について

は2週間以内が25％、 1か月以内が90％であ る（表

19）。医学診断にっいては2週間以内が25％、 1か月以

内が80％である（表20）。診断結果の記載については、

全ケース記載が90％を占めている（表21、・表2呂）。

　心理診断は1日 1～2件が35％、3～4件が65％であ

り、3件が40％と最も多い（表23） 。医学診断につレ、て

はぱらつきがみられ・ ・11件が20％・2件が15％・3件が

30％、4件が20％、5件以上が5％である（表24）σ診

断を円滑に進めるための方策としては・定期的に上司に

報告（35％）、定期的に会議に報告（20％）、自己点検

（20％）に別れている（表25）
。
心理診断、医学診断上

の課題については、心理判定員、医師の不足を挙げる意

見が多くなっている。

（5）判定会議、処遇会議の開催状況、

　定伊掬」定会議開催頻度は週1回が45％で最も多いカ㍉

実施していない所も35％みられる（表26）。 提出対象

ケrスはr必要なケースのみ』が85％を占めている （表

27）。定例処遇会議開催頻度は週1回が85％で最も多く

なっている（表28）。提出対象ケースはr必要なケー入

のみ」が80％を占めている（表29）。

　会議の開催方法にっいては、受理会議は単独実施が多

い・（40％）が、全体としては、いくつかの会議がジョイ
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ントで実施されている（表30、表31、表32』定例会議

開催上の課題について1ま、日常業務に追われ、定例会議

の時間確保に苦労している所が多い。

（6）処遇

　チームによる処遇を行う際、主担当者の決定を行って

いる所は25％、必要なケースのみ行っている所が45％で

ある（表33）。処遇決定の際、児童及び保護者の希望・

意見をなるべく取り入れる所が85％、参考程度とする所

が15％である（表34）。行政処分としての措置を行う場

合、行政不服審査法に基づく教示を行っている所が

50％、必要に応じ行う所が20％、行っていない所が30％

である（表35）。保護者に対する措置の適知方法として

は・児童福囎杁所・里親委託措置（95％）、福祉事

務所送致（85％）においては文書による通知が多いが、

児童福祉司指導措置（60％）、帽時保護（30％）におい

ては口頭による通知も多くなっている（表36、・ 表37、表

38、表39）
。

処遇決定上の課題については、行政不服審査法に基づ

く教示や対応のあり方について、特に、児童福祉司指導

措置において問題となる場合があること、 受入れ施設の

内容や受入態勢によって措置変更の可能性があること、

処遇決定に対する組織判断と担当者の個人判断との調整

の方法等が課題として指滴されている。

　（7）児童福祉施設入所鶴き等
　施設等措置を行う場合の当該措置及び児童が入所する

施設に関する説明の方法にっいては、全所が担当者から

の説明により対応している。「措置決蹴に見学しても

らい、意見を聞く」についても65％の所が実施してい

る。措置決定後・措置施設の担当者を児童・保護者に引

き合わせているところも15％ある（表40）。

　施設等措置決定の際、保護者の希望・意見について

は、rなるぺく取り入れる』が80％、r参考程度とす

る」が15％、　r児童相談所の専門的判断を優先する」が

5％である（衰41）。児童のそれについては「なるべく

取り入れる』が45％、r参考程度とする」が40％である
　（表42）」。1

取り入れる点としては、施設の地理的条件等施設の選定

に関して保護者の意見を考慮している所が多い。児童に

ついては、児童に対する施設の説明等むしろ児童相談所

側で伝えたい内容の記述が多い。

　判定（総合診断）所見の原案作成者は担当児童福祉司

　（70％） が最も多い（表43）。施設に対する処遇指針に

ついては、全ケース提示が55％、「必要に応じ」が40％

であり、提示していない所も1か所ある（表44）。処遇

指針作成については具体的な表現に配慮している所が多

いo

　児童福祉施設等描置と児童福祉司指導措置等の在宅措

置との二重措置を活用している所はほとんどみられない

（表45）。入所児童に関する定期的な養育状況聴取につ

いては年1回が60％、年2～3回以上が30％であり、実

施していない所も』1か所みられる（表46）。児童福祉施

設入所措置等をめぐる課題にっいては、受入施設の内容

や受入態勢上の制約から生じる課題が最も多く、入所の

タイミングが施設の都合等により適切に取れないという

問題も指摘されている。

（8）一時保護、委託』時保護

　→時保護に関する設問については、一時保額所を付設

している13か所から圓答があった。職員の勤務体制につ

いて・一時保護所の職員のみで対応している児童相談所

は54％であり、その飽は児童福祉司、心理判定員等の応

援を得て実施している（表47）。夜間の勤務体制につい

ては常勤3名以上（2か所）から非常勤職員のみ（3か

所）まで分散している（表48）。

　児童・保護者に対する事前説明の方法としては、全所

が担当者による説明により対応している（表49）
。

一ヤ時

保護決庫の際の児童・保護者の意見の考慮に関しては…

児童については「なるべく取り入れる」が54％、 r参考
程度とする』が39％であり（表50）、保護者については

rなるぺく取り入れる』が62％、r参考程度とする」が

31％である（表51）。取り入れる意見の内容について

は、児童に関しては入所に関しての意思確認、・理由．・目

標・入所時期・期間等にっいての考慮、・入所への動機づ

けが重視されている。保護者に関しては同意について重

視されている。

　一時保護の際の健康診断にっいては｛ 入所前が5か所
で入所後が6か所である（表52）。保健婦が健康管理を

行っている例もみられる。洲時保讃中は、13か所中10か』

所が全児童に対して主担当者を決定している（表53）ら ＝

学習指導については、すべての一時保護所で保母｛5瞳

指導員が行っている（表54）。給食については11か所が

児童相談所職員である調理員により実施されており、

1か所が業者委託である（表55）。

　児童の福祉を図るうえでの行動自由の制限を行ってい

る所が7か所、行っていない所が6か所でほぼ半々であ

る（表56）。制限を行う場合としては無断外出、ルール

違反、問題行動が考えられる場合等が挙げられている。・

面会、電話にっいては、ほとんどの所が制限を設けてい
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る（表57、表58）。手紙にっいても、原則として制限し

ていない所は4か所のみである（裏59）。

　特徴的な一時保護所運営として、子育て教室、 不登校

児合宿。通所指導の実施、 保護所からの通学、心理職員

の配置、名称の工夫などがみられる。→時保護上の課題

としては、スベースの狭陰化、職員の不足による夜勤体

制の不備等が代表的意見である。

　委託一時保護実施上の課題としては、一碕保護所が集

中管理のためやむを得ず利用せざるを得ない、委託のた

めの費用単価が低いといった回答が中心である。

（9）各種台帳の整備、コンピュータ等の導入

各種台帳の整備に関しては、相談受付台帳、受理会議

録、処遇会議録、一時保護児童台帳、児蚤措置台帳、施

設在籍児童台帳、里親。保護受託者委託台帳、療育手帳

台帳、未委託里親・保護受託者台帳、児童の所持物及び

遺留物の保管台帳、電話相談受付台帳、1歳6か月児。

3歳児精密健康診査受診票綴が4分の3以上の所で整備

されている。また、その他の台帳についても約半数は整

備されている。

　情報・統計処理に関するコンピュータ等の導入に関し

ては、統計にっいて45％の導入があり、その他措置費関

係（25％）、児童福祉施設・里親関係（25％）となって

いる。コンピュータ化を検討中の所が多い。

（10）職員の研修・スーパービジョン体制

　研修実施状況、スーバービジョン体筒汲び研修。スー

パービジョン体制に関しては、その不備が多くの所から

指摘されている。

（1主）児童相談所の課題

　施設の老朽化1職員の不足、専門生の強化、児童福祉

司の専門職化、関係機関との連携の強化、新しい二一ズ

に即応する体制の強化、地域福祉機関に対する支援、

チーム・アプローチの円滑化等多岐にわたる課題が提示

されている。

IV．考察

　児童粗談所は臨床サービス機関であると同時に、一時

保護、措置等の行政処分を行う児童編祉行政機関でもあ

る。したがって、個男r麟個別サービスという臨床的福

祉の原理とともに、サービスの公平性・公正性担保のた

めの適正な行政手続きといった同一与件同一サービスの

原理に立脚する制慶的福祉の論理が求められている。

　行政サービスの公平性・公正性を遵守するためには、

適切な基準と適正な手続きが必要である。しかし、児童

相談所が行う行政処分の具体的基準や手続きについて

は、かなりの部分が児童相談所における専門的裁量に委

ねられているのが実情である。すなわち、児童相談所に

おける各種行政サービスの内容や手続きはケースの状況

により画引的に規定することは困難であり、現実には児

童相談所の専門性及び運営の基準が確保されているとい

う前提の下に、その専門的裁量に委ねられているのが実

態であると言える。専門的裁量が許されるためには、’児

童相談所が等質の専門性を有し、かっ、運営が基準化さ

れていることが前提条件となる。このため、児童相談所

運営指針が厚生省から提示されており、児童楓談所はこ

のガイドラインに基づいた運営を行うことで、1・機関と し

ての専門性を→定水準に保っことが原則となっている。・

つまり、考え方と しては、児童福祉施設入所措置という

サービスを提供する基準の設定が困難であるためもその

実施機関である児童櫓談所の専門性及び運営を基準化す

ることでサービスの公平性、公正性の担保を行うという

方法が擦られているのである。

　平成5年に制定された行政手続法及びそれにまつわる

児童福祉法改正もこの考え方に立脚するものとして理解

することができる。すなわち、行政手続法においていわ

ゆる社ム　　　　　　日　事務がその適用除外とされた

ことは、，　　一　　　肥政機関における相談援助のプ

ロセスにおいて適正な行政手続きが担保されていること

を前提としているからにほかならない3％そして、この

ことは、措置の解除等の場合のみならず、入所措置を行

うに当たっても当然保持すべき姿勢である。っまりr、行

政手続法制定とそれに纏わる児童福祉法改正により、児

童相談所における相談援助サービスは臨床サービスであ

るとともに、行政サービス決定のための事前手続きでも

あるということが、一層明確にされたと考えるこ．とがで

きるのである。

　しかし、今回の調査結果によれば、専門麟員の質・量

も含めた児量相談所の専門性及び運営実態にはかなりの

輻があることが示された。児童相談所運営指針のガイド

ラインとしての効果はみられるものの、職員配置、職員

の専門性、施設設備等の諸条件により、』 ガイドラインが

達成されていないと考えられる事項もみられた。このこ

とは、 児童相談所による行政サービスの決定を、現行の

児童相談所の専門性及び運営基準のみに委ねることには

限界があることを示していると考えられる。

　また、現行の運営指針に規定されていない事項にっい

ても新たに基準化が必要と考えられる。たとえば｛ サー
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ビス提供の事前手続きとしてのケースワーク面接におけ

る必須聴取事項、アセスメント方法、各種会議提出ケー

スの判断基準その他児童の権利に影響を及ぼす各種の制

限、r聴取した児童・保護者の意見の採用や尊重・配慮等

に関する基準の明確化が必要と考えられるづなお、この

基準については、財源の確保、職員の専門性水準の確

保、施設構造基準をも包含するものでなければならない

ことを・・この調査は物語っていることもつけ加えておか

ねぱならない。

4）柏女霊峰 「児童栢談所の運営と児童の権辱り条約1

石川稔・森田明編r児童の権利条約一その内容・課題

　と対応一』　 一粒社　1995

5）柏女霊峰　r児童福祉輿施体卸験討試案』　r瀞契徳大

∫学研究紀要』第30号H1996

く附記＞

　本研究は、平成6年度厚生科学研究ρ一家庭出生問題総

合調査研究事業報告書r子ども家庭サービスのあり方と

実施体制に関する基礎的研究』（主任研究者＝高橋重宏

駒沢大学教授）における分担研究r子ども家庭サービス

の実施機関に閲する研究』（分担研究者：柏女霊峰）を

加筆・修正したものである。また、本研究の成果の一都

にっいては｛日本社会福祉学会第43回全国大会において

報告を行づた。

［註］

1）厚生省擁害者保健福祉施策推進本部　r障害者保健福

祉施策推進本鮒澗報告」 や．141995
2）厚生省児童家庭局企画課監修　 r児童相談所運営指針

　』　日本児童福祉協会　1990

3）行政手繍法において～児童禰祉施設入所描置の解除が

不利益処分であるにもかかわらず適用除外とされたこ

　とを受け、児童福祉法改正により新たに第33条の4及

　び第33条の5が設けられ、さらに、平成6年9月に、

　福祉の措置の解除に係る説明等に関する省令が制定さ

　れている6 児童福祉法第33条の4においては、児童相

談所畏等が措置の解除を行うに当たっては、あらかじ

　め親権轡等にその理由について説明し、また、その意

見を聴かなけれぱならないこと力槻定されている。

［参考文献］

1）下平幸男　丁児童相談専門職員の執務分析と児童福祉

　サービスの向上に関する研究」　『昭和63年度摩生行

　　　　　　　口　』　1989

2）柏女霊峰　P　　　　　　咀のあり方に関する研究

　｝歴史的験討経緯とその視点一』　『淑徳大学研究紀

要』第29号』1995

3》柏女霊峰』「児童福祉実施体制検討の視点」　『子ど

も家庭セン穿｝紀要』V　大阪府子ども家庭センター

　1995
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柏女他：1．児童相談所の運営分析

児童相談所の運営分析　集計表一覧
〈表肥凡例＞（）温％、N《講不朔・無障答

衷1調査対象児童相談所属性一覧

衷4　受付相談後の所見の配人

有10（5α0）

無10〔50，0）

押o 較殖園漸 肺型1帽型！肪型 一照漸の賦 ブロック

① O 11r問 O 北海道

② 地方 束北

③ 地方 楽北
し

④ 趨ili 0 閃束甲侶越

⑤ 都市 0 閃束甲儒越

⑥ 中岡 闘来甲儒越

⑦ O 地方 Q 関束甲信越

⑧ O 都Ilr Q rll超

⑨ II冒閏 巾部

⑩ 地方 O 近畿

⑪ o 都1防 O 近畿

⑫ 噌刷 近畿

⑬ 都ll5 犀1咽

⑭ ○ 地方 0 四田

⑮ 吋一問 O 九州

⑮ 地方 0 九州

⑰ O 申閻
O 九州

⑱ 祁市 閃来甲信越

㊦ 0 榔llf
o 中俸

⑳ O 郷市
O 近畿

計 中央一8 榔rlr－8 甲服踊服一又3

⑳陀一12 Ilr問一5 一朋励し一7

地方一6

合計20（100）

表5　受｛寸柑訟脚）対応

原則として担当者が轍受け付ける

原則として担当課長ないし担当者に手交

原則として受理会議提出

13（65．0）

正く5，①

6（3α0）

合計

2．相談の受理

衷6定欄の開催頻度
毎旧　　　　　　　　　1（包0）
週1回　　　　　　　長6（80．0）

週2回　　　　　　　1（5．0》
月1凹　　　　　　　　0（α0）
月2回　　　　　　　　1（5．0）
定伊撒ま実施していなレ、　1（翫0）

20（100）

合計 20（100》

表7　定例受理会繍髄対象ケース
全ケース

電瀟摺談を除いた全ケース

必要なケースのみ

その他

非該当

5（26．3）

8（‘2．1）

5（2a3）

1（5．3）

1

合計 20（玉00）

3．調査・社会診断
麹即日醐曳腰襯総ケ』ス携き・相搬率履・購鯛
　　始されるまでの平均日数

数日　　　　　 2（1α0）

1逓問以内　旦2（60．0）

2週間以内　4（2α0）

2週間以上　2（臓①

合計 20（100）

1．相談の受付、

衷2　受付相陳専任職員の有無

有11（55．0）

無　8（4α0）

m　1（50）

合胞0（XOO）

衷3　予約制の有無
有　　　　　　　　　 5（25．0）

原則としてあり　8（4α0）

無　　　　　7（350）

児童・保霞者の処遇に関する希望・意見を㈱一るため、特

別に心がけていること

表g児竜に対して

児童の意見書、承躇携等をとっている

面接の際に聴取し記録に残している

面接の際に聴取するが記録に残してはいない

特に聴取していない

その他

なし

1（ao）

17（85，0）

0（α0）

1（5．0）

oく
αo）

1（5．0）

合計 20（100）

合計 20（100）
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衷10保護者に対して

保護者の意見書、承諾書等をとっている

面接の腺に聴取し肥録に残している

面接の際に聴取するが記瞭に残してはいない

特に聴取していない

その他

なし

1（5．0）

17（85．0）

0（α0）

0（α0）

1（瓢0）

1（に0）

表16医学診断

数日　　1（5．0）
1週間以内　0（αの

2週間以内　9（弧0）

2選『剛以上　8（40．0）

m　　　　　2（1α0）

合計 20（且00）

表11相談受付後、隅査が終了する蜜での平均目数

1週問以内　2（漁0）

2週田∫胴　　7（35，0）

1か月以内　8（4α0）

2カ｝月以内　2（1α0〉

2か月以上　0（α0）

猷　　　　　1（50〉

合計 20（：00）

合計 20（100）

　（2）児童・保護者の処遇に関障ーる希認・意見を㈱一るため、

　　特別に心がけていること

衷照　児童に対して

児童の意見書、承躇欝等をとっている

面接の際に聴取し記録に残している

面接の際に聴取するが記録に残してはいない

特に聴取していない

その勉

なし

0（α0）

17（85．0）

1（5，0）

1（5．．O）

0（α0）

1（5．0）

合計 20（100）

衷夏2社会診断結果の児騰票記蔵
胴査したケ』ス｝泌ず繊　10（5α0）

必要に応じて記姻彌る　　　10（5αの

特にしていない　　　　　　0（αの

その飽　　　　　　　　0（α0）

合計

衷131日の調魔件数
1日平均1件　　2（1α0）

1日平均2f牛　　　　5（肪．0）

1日耳物3f牛　　　　7〔35．0）

1日可こ均4件　　　　　 1（5．0）

1日覇｝5件以」ヒ　 5（25．0）

20（100）

表18保護者に対して

保護者の意見書、承諾霜等をとっている

面接の際に聴取し記録に残している

面接の際醤鰍するが記録に残してはいない

特に聴取していない

その絶

なし

2（エα0）

16（80．①

1（5，0）

0（α0〉

0（O，0）

1（5．0）

合計 20（：00）

（3）相搬春機、糖力喚了するまて働日数
表19心理診断

合計 20（100〉

衷14　調査。社会診断を円滑に進めるための方寮

調嘘状況を定期的に会議に報告　4（2（転0）

調査状況を定期的に上司に報告　12（60．0）

自己点検を御瑳している　　　　1（aの

その他　　　　　　　　　　　2（5．0）

なし　　　　　　　　　　　0（α0）

賄　　　　　　　　　　　　　1（5．0）

1週問以内　1（瓢の

2週間以内　4（2α0）

1か月以内　13（65．0）

2カ㌧弓以内　2（1（LO）

2か月以上　0（αの

合計

合計 20（100》

4．心理診断・医学診断
（1）即晦断が必聯クース雄き、撒受腋、診師㎜

姶されるまでの平均日数

衷15心理診断
数日　　 　　　　1（5．0）

1週間以内　1 （a　o）

2週間以内13（65．0）

2週間以上　5（2匡0）

20（100）

卿医学診斯
1週問以内　2（1α0〉

2週1剛以内　　3α5，0）

1か月以内　11（55．0）

2か月以内　2（風α0）

2カ、月以ヒ　　0（α①

M　　　　　2（1軌O）

合計 20（100》

合計　　　　　　 20（10α）

（4）診断結果の児繍蔵
衷2鼠心理診断
診断したケ』スは必ず記載する　18（90．O）

必要に応じて記載する　　　　　0（α0）

特にしていない　　　　　　　　0（αの

その他　　　　　　　　　　　双5．0）

M　　　　　　　　　　　　　I（瓢0）

合計 20（100）
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魏医学診断
診断したケースは必躍謝る
必要に応じて記載する

特にしていない

その他

甑

13（9D，0）

0（軌0）

0ω，①

0（α①

2（1α0）

（2）定糊
卿定嚇の朋催頻度

合計

　（5）1日の診断件数

鄭　心理診断
駒1‘牛　　　　　2（夏α0）

鞠2件　　　　5伽．0）

平均3件　　　8（4α0）

糊4件　　　　5伽．0）

平均5件以上　0（α0）

20（100）

毎日　　　　　1（鼠0）

週1回　　　　　 17（85，0）

週2回　　　　1（5．0）

月4回　　　　1（ε0）
実施していない　0（砿0）

合計 20（100）

20（100）

表29闘処遇会議の提出対象ケース

全ケース　　　　　　　　』2（1α0）

電謡相談を除いた全ケース　王（5．0）

必要なケースのみ　　　　　16（80．の

その他　　　　　　　　1（50）

合計

衷24医学診断
鞠1‘牛　　　　　　4（200）

胸2件　　　　3（1翫0）

平均3件　　　6（3α0〉

平均4件　　4（2α①）

平均5件以上　1（5．0）

M　　　　　　　2（10，0）

合計 20（王00〉

20（10D）

定例会議の開催方法

卿受理会畿
単独で実施　　　　　　　　8（4α0）

判定会礒と同時　　　　　1（臥0）

脇畿と［司時　　　　　　5（25，0）

受理・判定・処遇を同時　5（2匡0〉

M　　　　　　　　　　　1（5．0）

合計

衷25診断を円滑に進めるための方策

診断状況について定期的に会雛に韓告する

診断状況について定期的に上司に報告する

自己点験を徹底している

その他

なし

甑

4（20，0）

7（35．0）

4（20．0）

3（生5，0）

0（α0）

2（1α0）

合計 20（100）

表31判定会畿
単独で輿施　　　　　　　4（2＆6）

判定斜義と同時　　　　　　0（〔』0）

処遇会儀と同時　　　5（35．7）
受理．・判定・処遇を同時　5（357）

非該当　　　　　　　　6

合計

20（100）

20α00）

合計

（1）定傍判定会議

表26定働判定会議の閉催頻度

毎日　　　　　　0（αO）

週1匹り　　　　　　　9（45．0）

週2匹1　　　　　　2（1α0）

月1回　　　1（5．0）
月2回　　　　　　1（5．0》

実施していない　7（35．0）

合計

表32処遇会謎
単独で実施　　　　　　　4（2α0）

判定会鍍と同時　　　　　6（30．0）

処國嚇と同時　　　　　　5（25．0）

受理・判定・処遇を同時　5（25，の

甜 20（100）

20（：00）

卿定例判定会繍対象ケrス
診断を行った全ケース　2（15．4）

必要なケースのみ　　11（8蛋，6）

その他　　　　　　　0（αO）

非該当　　　　　　　7

6．処遇
袈33チーム。アブローチを行う際の主世当者の決定

行っている　　　　　　　　5（25，の

必要なケースのみ行っている　9（45．0）

行っていない　　　　 　　6（3α①

合計 20（100）

合計 20（玉00）
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邸4　児童及び保葭音の処遇獣｝する希望・意見の考慮

なるべく取り煉る　　　　　　　　　　　　　　　17（85．0）

参考程度とする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3（鳳0）

あまり取り入れず児童相談所の騨榊脂を優先するo位o）

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0（α0）

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　20（100）
表35行政処分時の行政不服審査法に基づく教示

行っている　　　　　10（5α0）

必要に応じ行っている　4（2α0〉

行っていない　　　　　6（3α0）

（1）児童福短施設入所措置等を決定サ’る際の児童、保護者の処遇

　　に関ゆる希望・意見の考慮

衷盛1保護者の意見

なるぺく取り入れる　　　　　　　　　　　　　16（鎗O〉
参考程度とする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3（15，0）

あまり取り入オしず児童相談所の専円的申蜥を優先する　　1（5，0）

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0（α0）

合計

衷“2児童の意見

なるべく取り入れる

参考程度とする

あまり取り入沈ず児童相談所の専門的着蜥を優先する

その他

20（100）

合計 20（100）

措置決定通知蝋に対する通知状況

灘児蝋祉司朧
原則として文欝で通知している　12（6α0）

原則として口頭で通知している　7（35，0）

その他　　　　　　　1（5，0）

9（4臥0）

8（4α0）

2（1αO）

1（5．0）

合計

表43

ケースの主担当者

担当児童福祉司

担当心騨」定員

措置担当職員

その他

團

判定所見（総合判斬所見》原案作成皆

20α00）

合計

麹7→埼保護
獺IJとして文轡で通知　6（30．0）

原則として口頭で通知　10（5α0）

その飽　　　　　4（2α0）

20（10σ） 2（1α0）

14（70．0）

2（1α0）

0（α0）

1（5．の

1（5．0）

合計 20（100） 合計 2ゆ（100）

袈38児竜福祉糖設入所持置・里親委託捲置

原則として㈱　19（95．0）
1騰IIIとして口頭で通知　1（包0》

その他　　　　　　　0（α0）

合計 20（100）

烈鞭をとった児蝋田鰍等骸寸し、児童福纏趣行燈騰
　　　26条により送荷する参考事項につレヤて

麟に対して処遇指針の堤示
全ケース示している　　1双5駈0）

必要に応じて示している 8（‘αO）

特に示していない　　　　1（包0）

表39福槌頭務所送致
』願1』として文欝で通知　17（85．0）

原貝IIとして口頭で通知　3（鳳0）

その他　　　　　　　0（α0）

合計　　　　　　　20（100）

衷40施設の説朋に関し、最も多く用いている方法を2つ週択

鋼 20（100）

卿5当該措置と児㈱条第1項第2号の児齢祉司指導
　　措置等在宅指導との二醐
有　2（臓0）

無　18（90．0）

合剖20（100）

1．

2．

3．

4．

5．

6．

措置決定前に見学してもらい、意見をきいている

措置決定後に見学してもらっている

措置決定後、措置施設の撫当者を児聖、保護者にひきあわせ

て説明してもらっている
　　　　　　　　　　　　　　　　べ
担当者から児童、保護者に施設に関する説明を行っている

その他

特に説明は行っていない

裂46児端匿施設入所児童の定期的嬢育状況報告の麗敢（文書

　　に限る）の頻度
年3回以上　3（凪o）

年2回　　3（織0）
年1回　　　　12（60，0）

していない　且（5．の

M　　　　1（5．0）

4のみ　2（：α0）

1と4 匹3（65．0）

2と4　1（5，0）

3と4　3（1且0）

4と5　1（5．0）

合計　　　　　　20α00）

合計　20（100）
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柏女他：1，児童相談所の運営分析

8．一時保護、委託一時保護
（1）→寺保護所の樹猷職員の勤務体制

表墨7職員の勤務埣制

一のみで対応
夜凹のみ児童福蝕司、心理判定員等の応援を得ている

昼夜とも児竜福祉司、心理削定員等の応暖を得ている

その地

7（53．8）

2（15．4）

0（0．0）

4（30．8）

（3）→耀衷53　入所児童に関する主撞当者の決定

全児童に対し実施している　　　10（7＆9）

必凄な児童にのみ実施している　0（α0）

実施していない　　　　　　　　3（23，1）

合計

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13（100）

衷虚8夜間の職員の鋤務体制（常勤には児童福証司馳の臓員も含

　　　電島常鉱蝋勤とも管理宿直担当宥は含まない）

13（100）

常勤3名以上

常勤2名

常勤1名と非常勤

常勤1名

非常勤職員のみ

その他

2（15．4）

2（15．4）

4（30，8）

0（0．0）

3（23．1）

2（15，4）

合計 13（100）

灘　学習欄の方法
教育委員会等から教員を派遣してもらっている

保母、児童指導段が行っている

特に実施していない

その偲

0（0．0）

夏3（100）

0（0．0）

0（0．0）

（2）一時保護の手続きにっいて
衷49児奮、保護者に対し、一時保鍾の決定についての説明

事前に見学に来てもらい説明する　　　　　0（αの

児童福祉司等握当者が事前に説明している　13（100）

漸当日担当者力｝ら説明する　　　　　　　　0（砿の

特に説明はしない　　　　　　　　　　　　　0（α0）

合計
13（100〉

表55給食の方法
児童相談所の調理員が訓理している

業者委託し業者力噺蔑所において調理している

難畠に委託し外部から搬入している

その他

玉1（8藍，6）

0（0．0）

1（7．7）

1（7．7）

13（100）

合胱

表56行動自出の制限
行うことがある　　7（5＆8）

行っていない　　6（4a2）

合計

→寺保護を決定する際の懸、保護者の意見の考慮

衷50児童の意見
なるべく取り入れる

参考程度とする

あまり取り入れず児堅相陵所の騨5騨漸を優先する

その他

13（且00）

7（墨8）

5（3＆5）

0（0．0）

1（7．7）

合計 13（100）

面会、電話、手紙に幻する制限

表駆　面会

原則として制限しない　1（7．7）

制限する場合がある　　12（92．3）

13（100）

合計 13（100）

合計

毅51保護者’の意見

なるべく取り入れる

参考程度とする

あまり取り州曜臆相蜥の胴騨断鞭弼qる

その他

8（61．5）

4（30．8）

0（O，0）

、1（”）

表58鬼話
原則として制限しない　　0（0、①

催帳する場合がある　　13（裏00）

合計 13（100）

合計

衷52健麟
原則として入所前に行っている　5（3絃5）

原則として入所後に行っている　6（弧2）

その他　　　　　　　　　　　1（7，7》

m　　　　　　　　　　　　　　1（7・7）

13（100〉

卿手紙
原則として制限しない　4（30．8）

制限する場合がある　　9（692）

合計

13（100）

13（100）

合計
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